
看護職が持つ可能性を最大限に発揮し、看護職が健康問題への取組みの中
心に立ち、人々の健康の向上に貢献するために行動すること。また、そのた
めに看護職への関心を高め、その地位を向上させることです。

Nursing Nowとは？

その目的は？

世界保健機関（WHO）と国際看護師協会（ICN）の賛同の下で、英国の
チャリティ団体であるバーデット看護信託が事務局となって運営されてい
るキャンペーンです。

2018年から、ナイチンゲール生誕200年となる2020年までの3年間の
キャンペーンで、現在、世界的な広がりを見せています。

Japan Community Health care Organization

日本看護協会ホームページ

https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/nursing_now/index.html

厚生労働省ホームページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou_kouhou/kouhou_shuppan/magazine/201907_00005.html



Nursing Nowキャンペーンの背景

Japan Community Health care Organization

 2015年の国連サミットで「持続可能な開発目標」（SDGs）が採択される
 「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指す
 2030年を年限とする17の国際目標（169のターゲット、232の指標）を設定
 普遍性・包摂性・参画型・統合性・透明性を特徴とする

 SDGsを踏まえ、2016年に看護に関する報告書「トリプル・インパクト」が公表される
 英国の「グローバルヘルスに関する議員連盟」（APPG）が作成
 SDGsのうち、特に保健／ジェンダー平等／経済成長に関する看護の力を強調
 看護特有の貢献として、親密なhands-onケア、専門的知識、人道的価値観を挙げる
 看護の社会的地位向上や、看護師の全潜在能力の発揮等を推奨

 「トリプル・インパクト」を踏まえ、2018年にNursing Now キャンペーンが開始される
 バーデット看護信託が、 WHOとICN（国際看護師協会）の後援により運営
 看護の社会的地位の向上等を通じて、世界的な保健衛生の改善を目指す
 活動期間は2018年2月～2020年末（ナイチンゲール生誕200年）

出所： 外務省ホームページ、”Triple Impact”（WHOホームページ）、https://www.nursingnow.org/

https://www.nursingnow.org/


Nursing Now キャンペーンについて

Japan Community Health care Organization

 Nursing Now キャンペーンは看護の地位や認知度の向上を通じた健康の改善を目指す
 多くの保健医療チームの中心的存在としての看護師
 コミュニティに最も近い保健医療専門職としての看護師

→健康状態の改善、ジェンダー平等の推進、経済成長の維持に寄与する
（APPGによる2016年の報告書「トリプル・インパクト」における提言）

 Nursing Now キャンペーンは5つのコア領域に重点的に取り組む
 政策形成における看護師・助産師の発言力の確保
 看護労働への投資の促進
 主導的地位にある看護師への支持
 看護が特に強い力を及ぼしうる領域を明確化するための研究の推進
 優れた看護実践の共有

出所： https://www.nursingnow.org/ における”Who we are”及び”Background”の内容を抜粋・意訳

https://www.nursingnow.org/
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Nursing Now キャンペーン実行委員会 参加団体

•公益社団法人 日本看護協会・日本看護連盟
（Nursing Nowローカルグループ）
•公益社団法人 日本助産師会
•全国保健師長会
•一般社団法人 日本精神科看護協会
•一般社団法人 日本看護学校協議会
•公益財団法人 日本訪問看護財団
•一般社団法人 全国訪問看護事業協会
•一般社団法人 日本看護系大学協議会
•一般社団法人 日本私立看護系大学協会
•一般社団法人 全国保健師教育機関協議会
•公益社団法人 全国助産師教育協議会
•認定看護管理者会
•一般社団法人 看護系学会等社会保険連合
•公益財団法人 笹川保健財団
•公益財団法人 木村看護教育振興

Nursing Now キャンペーン実行委員会 後援団体

•公益社団法人 日本医師会
•公益社団法人 日本歯科医師会
•公益社団法人 日本薬剤師会
•一般社団法人 日本病院会
•公益社団法人 全日本病院協会
•一般社団法人 日本医療法人協会
•公益社団法人 日本精神科病院協会

•公益社団法人 全国自治体病院協議会
•公益社団法人 全国老人保健施設協会
•公益社団法人 全国老人福祉施設協議会
•社会福祉法人 全国社会福祉協議会
•日本労働組合総連合会
•認定NPO法人 ささえあい医療人権センターCOML

•WHOプライマリーヘルスケア看護開発協力センター／
聖路加国際大学
•災害健康危機管理WHO協力センター／
兵庫県立大学地域ケア開発研究所
•国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
•日本赤十字社医療事業推進本部看護部
•独立行政法人 労働者健康安全機構
•国立大学病院看護部長会議
•社会福祉法人 恩賜財団済生会
•一般社団法人 日本私立医科大学協会病院部会 看護部長会
•独立行政法人 地域医療機能推進機構
•全国国立病院看護部長協議会
•公益社団法人 全国自治体病院協議会看護部会
•国家公務員共済組合連合会
•一般社団法人 日本産業保健師会
•一般社団法人 日本看護系学会協議会

オブザーバー：厚生労働省
（2019年5月現在）


